
浜 松 市 教 育 委 員 会 会 議 次 第 

令和２年１２月２１日（水） 

１ ４ 時 ０ ０ 分 

教 育 委 員 会 室 

１ 開 会 

２ 前回会議録の報告及び承認 

３ 会議録署名人の決定（渥美委員、田中委員） 

４ 会期の決定 

５ 議 事 

（１）議 案 

【議決案件】 

第５７号議案 浜松市教育職員の給与に関する規則の一部改正について   （教職員課）

第５８号議案 浜松市立高等学校学則の一部改正について       （市立高等学校）

第５９号議案 ※非公開

（２）報 告 

ア 浜松市文化財保存活用地域計画（案）のパブリック・コメント実施について

  （文化財課）

６ 閉 会 





第 ５ ７ 号 議 案   

令和２年１２月２１日提出   

浜松市教育職員の給与に関する規則の一部改正について 

 浜松市教育職員の給与に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

教育長  花  井  和  徳  

   浜松市教育職員の給与に関する規則の一部を改正する規則（案） 

浜松市教育職員の給与に関する規則（平成２９年浜松市教育委員会規則第１３号）の一

部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

第２８条 職員が、次の各号のいずれかに該当

する場合には通勤届を速やかに教育委員会

に提出しなければならない。 

第２８条 職員が、次の各号のいずれかに該当

する場合には通勤届を速やかに教育委員会

に提出しなければならない。 

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 

(3) 通勤方法を変更し、又は通勤のため利用

する交通機関において負担する運賃若し

くは料金の額に変更があった場合 

(3) 通勤方法を変更し、又は通勤のため利用

する交通機関等において負担する運賃若

しくは料金の額に変更があった場合 

(4) （略） (4) （略） 

第３０条 普通交通機関（新幹線鉄道等以外の

交通機関をいう。以下同じ。）に係る通勤手

当の額は、運賃、時間、距離等の事情に照ら

し最も経済的かつ合理的と認められる通常

の通勤の経路及び方法により算出するもの

とする。 

第３０条 普通交通機関等（新幹線鉄道等以外

の交通機関等をいう。以下同じ。）に係る通

勤手当の額は、運賃、時間、距離等の事情に

照らし最も経済的かつ合理的と認められる

通常の通勤の経路及び方法により算出する

ものとする。 

２ （略） ２ （略） 

３ 給与条例第１７条第２項第１号に規定す

る運賃等相当額（以下「運賃等相当額」と

いう。）は、次項に該当する場合を除くほ

３ 給与条例第１７条第２項第１号に規定す

る運賃等相当額（以下「運賃等相当額」と

いう。）は、次項に該当する場合を除くほ
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か、次の各号に掲げる普通交通機関の区分

に応じ、当該各号に定める額とする。 

か、次の各号に掲げる普通交通機関等の区

分に応じ、当該各号に定める額とする。 

(1) 定期券を使用することが最も経済的か

つ合理的であると認められる普通交通機

関 通用期間が算定基礎期間（給与条例第

１７条第７項に規定する算定基礎期間を

いう。以下同じ。）である定期券の価額 

(1) 定期券を使用することが最も経済的か

つ合理的であると認められる普通交通機

関等 通用期間が算定基礎期間（給与条例

第１７条第７項に規定する算定基礎期間

をいう。以下同じ。）である定期券の価額

(2) 回数乗車券等を使用することが最も経

済的かつ合理的であると認められる普通

交通機関 当該回数乗車券等の通勤２１

回分（交替制勤務に従事する職員等にあっ

ては、平均１箇月当たりの通勤所要回数

分）の運賃等の額 

(2) 回数乗車券等を使用することが最も経

済的かつ合理的であると認められる普通

交通機関等 当該回数乗車券等の通勤

２１回分（交替制勤務に従事する職員等に

あっては、平均１箇月当たりの通勤所要回

数分）の運賃等の額 

(3) 教育委員会の定める普通交通機関 教

育委員会の定める額 

(3) 教育委員会の定める普通交通機関等

教育委員会の定める額 

４ 第２項ただし書に該当する場合の運賃等

相当額は、往路及び帰路において利用する

それぞれの普通交通機関について、前項各

号に定める額との均衡を考慮してそれらの

算出方法に準じて算出した額とする。 

４ 第２項ただし書に該当する場合の運賃等

相当額は、往路及び帰路において利用する

それぞれの普通交通機関等について、前項

各号に定める額との均衡を考慮してそれら

の算出方法に準じて算出した額とする。 

第３１条 （略） 第３１条 （略） 

２ 給与条例第１７条第２項第１号の教育委

員会規則で定める額は、当該職員の運賃等

相当額を当該算定基礎期間の月数で除して

得た額（その者が２以上の普通交通機関を

利用するものとして当該運賃等の額を算出

する場合にあっては、その合計額）を限度

として教育委員会が定める額とする。 

２ 給与条例第１７条第２項第１号の教育委

員会規則で定める額は、当該職員の運賃等

相当額を当該算定基礎期間の月数で除して

得た額（その者が２以上の普通交通機関等

を利用するものとして当該運賃等の額を算

出する場合にあっては、その合計額）を限

度として教育委員会が定める額とする。 

第３４条 給与条例第１７条第２項第３号に

規定する同条第１項第３号に掲げる職員の

区分及びこれに対応する同条第２項第３号

に規定する通勤手当の額は、次に掲げると

おりとする。 

第３４条 給与条例第１７条第２項第３号に

規定する同条第１項第３号に掲げる職員の

区分及びこれに対応する同条第２項第３号

に規定する通勤手当の額は、次に掲げると

おりとする。 
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(1) 給与条例第１７条第１項第３号に掲げ

る職員（普通交通機関を利用しなければ通

勤することが著しく困難である職員以外

の職員であって、その利用する普通交通機

関が通常徒歩によることを例とする距離

内においてのみ利用しているものである

ものを除く。)のうち、自動車等の使用距

離が片道２キロメートル以上である職員

及び自動車等の使用距離が片道２キロメ

ートル未満であるが自動車等を使用しな

ければ通勤することが著しく困難である

職員 同条第２項第１号及び第２号に定

める額（その合計額が５万５，０００円を

超えるときは、５万５，０００円） 

(1) 給与条例第１７条第１項第３号に掲げ

る職員（普通交通機関等を利用しなければ

通勤することが著しく困難である職員以

外の職員であって、その利用する普通交通

機関等が通常徒歩によることを例とする

距離内においてのみ利用しているもので

あるものを除く。)のうち、自動車等の使

用距離が片道２キロメートル以上である

職員及び自動車等の使用距離が片道２キ

ロメートル未満であるが自動車等を使用

しなければ通勤することが著しく困難で

ある職員 同条第２項第１号及び第２号

に定める額（その合計額が５万５，０００

円を超えるときは、５万５，０００円） 

(2) 給与条例第１７条第１項第３号に掲げ

る職員のうち、運賃等相当額を当該算定基

礎期間の月数で除して得た額（２以上の普

通交通機関を利用するものとして通勤手

当を支給される場合にあっては、その合計

額)が同条第２項第２号に定める額以上で

ある職員（前号に掲げる職員を除く。) 同

項第１号に定める額 

(2) 給与条例第１７条第１項第３号に掲げ

る職員のうち、運賃等相当額を当該算定基

礎期間の月数で除して得た額（２以上の普

通交通機関等を利用するものとして通勤

手当を支給される場合にあっては、その合

計額)が同条第２項第２号に定める額以上

である職員（前号に掲げる職員を除く。) 

  同項第１号に定める額 

(3) （略） (3) （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 給与条例第１７条第２項第３号の教育委

員会規則で定める額は、次の各号に掲げる

区分に応じ当該各号に定める額とする。 

３ 給与条例第１７条第２項第３号の教育委

員会規則で定める額は、次の各号に掲げる

区分に応じ当該各号に定める額とする。 

(1) 第１項第１号に該当する職員 当該職

員の運賃等相当額を当該算定基礎期間の

月数で除して得た額（その者が２以上の普

通交通機関を利用するものとして当該運

賃等の額を算出する場合にあっては、その

合計額）を限度として教育委員会が定める

(1) 第１項第１号に該当する職員 当該職

員の運賃等相当額を当該算定基礎期間の

月数で除して得た額（その者が２以上の普

通交通機関等を利用するものとして当該

運賃等の額を算出する場合にあっては、そ

の合計額）を限度として教育委員会が定め
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額と給与条例第１７条第２項第２号に定

める額の合計額 

る額と給与条例第１７条第２項第２号に

定める額の合計額 

(2) 第１項第２号に該当する職員 当該職

員の運賃等相当額を当該算定基礎期間の

月数で除して得た額（その者が２以上の普

通交通機関を利用するものとして当該運

賃等の額を算出する場合にあっては、その

合計額）を限度として教育委員会が定める

額 

(2) 第１項第２号に該当する職員 当該職

員の運賃等相当額を当該算定基礎期間の

月数で除して得た額（その者が２以上の普

通交通機関等を利用するものとして当該

運賃等の額を算出する場合にあっては、そ

の合計額）を限度として教育委員会が定め

る額 

第３９条 （略） 第３９条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 第３０条第３項（第３号を除く。）及び

第４項の規定は、給与条例第１７条第３項

第１号に規定する特別料金等の額の２分の

１に相当する額の算出について準用する。

この場合において、第３０条第３項中「普

通交通機関の」とあるのは「新幹線鉄道等

の」と、同項第１号中「普通交通機関」と

あるのは「新幹線鉄道等」と、「価額」と

あるのは「価額の２分の１に相当する額」

と、同項第２号中「普通交通機関」とある

のは「新幹線鉄道等」と、「運賃等の」と

あるのは「特別料金等の額の２分の１に相

当する」と、同条第４項中「普通交通機関」

とあるのは「新幹線鉄道等」と読み替える

ものとする。 

３ 第３０条第３項（第３号を除く。）及び

第４項の規定は、給与条例第１７条第３項

第１号に規定する特別料金等の額の２分の

１に相当する額の算出について準用する。

この場合において、第３０条第３項中「普

通交通機関等の」とあるのは「新幹線鉄道

等の」と、同項第１号中「普通交通機関等」

とあるのは「新幹線鉄道等」と、「価額」

とあるのは「価額の２分の１に相当する額」

と、同項第２号中「普通交通機関等」とあ

るのは「新幹線鉄道等」と、「運賃等の」

とあるのは「特別料金等の額の２分の１に

相当する」と、同条第４項中「普通交通機

関等」とあるのは「新幹線鉄道等」と読み

替えるものとする。 

第４２条 給与条例第１７条第７項に規定す

る教育委員会規則で定める期間は、次の各

号に掲げる普通交通機関又は新幹線鉄道等

の区分に応じ、当該各号に定める期間とす

る。 

第４２条 給与条例第１７条第７項に規定す

る教育委員会規則で定める期間は、次の各

号に掲げる普通交通機関等又は新幹線鉄道

等の区分に応じ、当該各号に定める期間と

する。 

(1) 定期券を使用することが最も経済的か

つ合理的であると認められる普通交通機

(1) 定期券を使用することが最も経済的か

つ合理的であると認められる普通交通機
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関又は新幹線鉄道等 当該普通交通機関

又は新幹線鉄道等において発行されてい

る定期券の通用期間のうちそれぞれ６箇

月を超えない範囲内で最も長いものに相

当する期間。ただし、新幹線鉄道等に係る

通勤手当を支給されている場合であって、

普通交通機関に係る定期券及び新幹線鉄

道等に係る定期券が一体として発行され

ているときにおける当該普通交通機関に

あっては、当該新幹線鉄道等に係る通勤手

当に係る算定基礎期間に相当する期間 

関等又は新幹線鉄道等 当該普通交通機

関等又は新幹線鉄道等において発行され

ている定期券の通用期間のうちそれぞれ

６箇月を超えない範囲内で最も長いもの

に相当する期間。ただし、新幹線鉄道等に

係る通勤手当を支給されている場合であ

って、普通交通機関等に係る定期券及び新

幹線鉄道等に係る定期券が一体として発

行されているときにおける当該普通交通

機関等にあっては、当該新幹線鉄道等に係

る通勤手当に係る算定基礎期間に相当す

る期間 

(2) 回数券乗車券等を使用することが最も

経済的かつ合理的であると認められる普

通交通機関若しくは新幹線鉄道等又は第

３０条第３項第３号の教育委員会の定め

る普通交通機関 １箇月 

(2) 回数券乗車券等を使用することが最も

経済的かつ合理的であると認められる普

通交通機関等若しくは新幹線鉄道等又は

第３０条第３項第３号の教育委員会の定

める普通交通機関等 １箇月 

２ 前項第１号に掲げる普通交通機関又は新

幹線鉄道等について、同号に定める期間に

係る最後の月の前月以前に、離職をするこ

と、長期間の研修等のために旅行をするこ

と、勤務態様の変更により通勤のため負担

する運賃等の額に変更があることその他教

育委員会の定める事由が生じることが同号

に定める期間に係る最初の月の初日におい

て明らかである場合には、当該事由の生じ

ることとなる日の属する月(その日が月の

初日である場合にあっては、その日の属す

る月の前月)までの期間について、同項の規

定にかかわらず、同項の規定に準じて算定

基礎期間を定めることができる。 

２ 前項第１号に掲げる普通交通機関等又は

新幹線鉄道等について、同号に定める期間

に係る最後の月の前月以前に、離職をする

こと、長期間の研修等のために旅行をする

こと、勤務態様の変更により通勤のため負

担する運賃等の額に変更があることその他

教育委員会の定める事由が生じることが同

号に定める期間に係る最初の月の初日にお

いて明らかである場合には、当該事由の生

じることとなる日の属する月（その日が月

の初日である場合にあっては、その日の属

する月の前月）までの期間について、同項

の規定にかかわらず、同項の規定に準じて

算定基礎期間を定めることができる。 

３ （略） ３ （略） 

   附 則    附 則 
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５ （略） ５ （略） 

 （昇給に関する特例） 

６ 給与条例第７条第１項の規定による昇給

については、当分の間、第１４条及び第１５

条の規定は、適用しない。この場合において、

第１６条（見出しを含む。）中「特定職員以

外の職員」とあるのは、「職員」とする。 

７～１０ （略） ６～９ （略） 

 備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

   附 則 

１ この規則は、令和３年１月１日から施行する。 

２ 浜松市教育職員の初任給に関する規則（平成２９年浜松市教育委員会規則第１４号）

の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

   附 則    附 則 

１ （略） （略） 

２ 浜松市教育職員の給与に関する規則附則

第６項の規定が適用される間における第４

条の規定の適用については、同条中「４（新

たに職員となった者が浜松市教育職員の給

与に関する規則（平成２９年浜松市教育委員

会規則第１３号)第１５条第１項に規定する

特定職員であるときは、３）」とあるのは、

「４」とする。

  備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 
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（第５７号議案の説明資料） 

教職員課  

浜松市教育職員の給与に関する規則の一部改正について 

（提案理由）

教育職員（以下「職員」という。）の通勤手当について、高速道路の利用料金を通勤

手当として支給可能とする浜松市教育職員の給与に関する条例の一部改正を受け、規則

改正を行うほか、教職員人事評価を活用した昇給制度の導入に伴う所要の整備を行うも

のです。

（改正内容）

１ 通勤手当として高速道路の利用料金を支給

（１）改正経緯

天竜区龍山町において、国道１５２号等の通行止めが発生し、一部職員において

三遠南信自動車道を迂回路とするなど、通勤が長距離・長時間となり、負担が大幅

に増加していることから、高速道路を利用することを認めるとともに、今後、自然

災害等により通勤事情に影響を及ぼす事態が生じた場合にも対応できるよう制度改

正を行うものです。 

（２）支給対象 

高速道路の利用により通勤事情の改善に相当程度資するものであると認められる  

職員に対し、高速道路の利用料金を通勤手当として支給するものです。 

２ 教職員人事評価を活用した昇給制度の導入に伴う所要の整備 

教職員人事評価を活用した昇給制度を令和３年１月１日から導入することに伴い、昇

給に関する経過措置を廃止するなど所要の整備を行うものです。 

（施行期日）

この規則は、令和３年１月１日から施行するものです。 
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第 ５ ８ 号 議 案   

令和２年１２月２１日提出   

   浜松市立高等学校学則の一部改正について 

 浜松市立高等学校学則の一部を改正する規則を次のように定める。 

教育長  花  井  和  徳  

   浜松市立高等学校学則の一部を改正する規則（案） 

第１条 浜松市立高等学校学則（昭和３１年浜松市教育委員会告示第３号）の一部を次の

ように改正する。 

改正前 改正後 

（願書の提出） （願書の提出） 

第１１条 入学志願者は、次に掲げる事項を記

載し、かつ、当該者及び保護者（親権者又は

後見人をいう。入学志願者が成年に達してい

る場合又は特別の理由がある場合は、保護者

を保証人（成年に達し、独立の生計を営む者

に限る。）に読み替えるものとする。以下同

じ。）が連署及び押印をした入学願書を所定

の期間内に校長に提出しなければならない。

第１１条 入学志願者は、次に掲げる事項を記

載し、かつ、当該者及び保護者（親権者又は

後見人をいう。入学志願者が成年に達してい

る場合又は特別の理由がある場合は、保護者

を保証人（成年に達し、独立の生計を営む者

に限る。）に読み替えるものとする。以下同

じ。）が連署又は押印をした入学願書を所定

の期間内に校長に提出しなければならない。

(1)～(5) （略） (1)～(5) （略） 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

第２条 浜松市立高等学校学則の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（誓約書） （誓約書） 

第１２条 入学を許可された者は、次に掲げる

事項を記載し、かつ、当該者及び保護者が連

署及び押印をした誓約書を速やかに校長に

提出しなければならない。 

第１２条 入学を許可された者は、次に掲げる

事項を記載し、かつ、当該者及び保護者が連

署又は押印をした誓約書を速やかに校長に

提出しなければならない。 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 
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（退学） （退学） 

第１４条 退学しようとする者は、次に掲げる

事項を記載し、かつ、当該者及び保護者が連

署及び押印をした退学願を校長に提出して

その許可を得なければならない。 

第１４条 退学しようとする者は、次に掲げる

事項を記載し、かつ、当該者及び保護者が連

署又は押印をした退学願を校長に提出して

その許可を得なければならない。 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 

（復校） （復校） 

第１５条 退学した者が復校を希望するとき

は、次に掲げる事項を記載し、かつ、当該者

及び保護者が連署及び押印をした復校願を

校長に提出して、その許可を受けなければな

らない。 

第１５条 退学した者が復校を希望するとき

は、次に掲げる事項を記載し、かつ、当該者

及び保護者が連署又は押印をした復校願を

校長に提出して、その許可を受けなければな

らない。 

(1)～(5) （略） (1)～(5) （略） 

２ （略） ２ （略） 

（休学） （休学） 

第１６条 病気又はやむを得ない理由によっ

て休学しようとする者は、次に掲げる事項を

記載し、かつ、当該者及び保護者が連署及び

押印をした休学願に、医師の診断書又は理由

を証明することができる書類を添えて校長

に願い出なければならない。 

第１６条 病気又はやむを得ない理由によっ

て休学しようとする者は、次に掲げる事項を

記載し、かつ、当該者及び保護者が連署又は

押印をした休学願に、医師の診断書又は理由

を証明することができる書類を添えて校長

に願い出なければならない。 

(1)～(5) （略） (1)～(5) （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

（復学） （復学） 

第１７条 休学中の者が復学しようとすると

きは、次に掲げる事項を記載し、かつ、当該

者及び保護者が連署及び押印をした復学願

に、病気のときは医師の診断書、その他の場

合は理由書を添え、校長に提出してその許可

を受けなければならない。 

第１７条 休学中の者が復学しようとすると

きは、次に掲げる事項を記載し、かつ、当該

者及び保護者が連署又は押印をした復学願

に、病気のときは医師の診断書、その他の場

合は理由書を添え、校長に提出してその許可

を受けなければならない。 

(1)～(5) （略） (1)～(5) （略） 

（編入学） （編入学） 
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第１８条 第１学年の途中又は第２学年以上

に編入学しようとする者は、次に掲げる事項

を記載し、かつ、当該者及び保護者が連署及

び押印をした編入学願に、校長が必要がある

と認める書類を添えて校長に提出しなけれ

ばならない。 

第１８条 第１学年の途中又は第２学年以上

に編入学しようとする者は、次に掲げる事項

を記載し、かつ、当該者及び保護者が連署又

は押印をした編入学願に、校長が必要がある

と認める書類を添えて校長に提出しなけれ

ばならない。 

(1)～(5) （略） (1)～(5) （略） 

２ （略） ２ （略） 

（転学等） （転学等） 

第１９条 他の高等学校へ転学しようとする

者は、次に掲げる事項を記載し、かつ、当該

者及び保護者が連署及び押印をした転学願

を校長に提出しなければならない。 

第１９条 他の高等学校へ転学しようとする

者は、次に掲げる事項を記載し、かつ、当該

者及び保護者が連署又は押印をした転学願

を校長に提出しなければならない。 

(1)～(5) （略） (1)～(5) （略） 

２～５ （略） ２～５ （略） 

（留学） （留学） 

第２０条 外国の高等学校に留学しようとす

る者は、次に掲げる事項を記載し、かつ、当

該者及び保護者が連署及び押印をした留学

願を校長に提出して、その許可を得なければ

ならない。 

第２０条 外国の高等学校に留学しようとす

る者は、次に掲げる事項を記載し、かつ、当

該者及び保護者が連署又は押印をした留学

願を校長に提出して、その許可を得なければ

ならない。 

(1)～(6) （略） (1)～(6) （略） 

２～４ （略） ２～４ （略） 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。ただし、第２条の規定は、令和３年４月１日から

施行する。 
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（第５８号議案の説明資料） 

市立高等学校  

浜松市立高等学校学則の一部改正について 

（提案理由） 

  浜松市の「書面規制、押印等見直し指針」に基づく押印等の見直しの実施に伴い、学

則の一部を改正するものです。 

（改正内容） 

  主な改正内容は次のとおりです。

 １ 浜松市立高等学校学則の一部改正（第１条関係）

第１１条「願書の提出」中、市立高等学校長に提出する書類における押印を、自署

の場合は不用とするものです。

 ２ 浜松市立高等学校学則の一部改正（第２条関係）

   第１２条「誓約書」から第２０条「留学」までの規定中、市立高等学校長に提出す

る書類における押印を、自署の場合は不要とするものです。

（施行期日）

  この規則は、公布の日から施行するものです。ただし、第２条の規定は令和３年４月

１日から施行するものです。
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1 

浜松市文化財保存活用地域計画（案）のパブリック・コメント実施について 

市民部文化財課  

１ 計画の目的 

本市の文化財の保存活用に関する方針（マスタープラン）及び今後10年間を目安とした事業計

画（アクションプラン）を策定することを目的とする。 

２ 経緯等 

平成 31 年４月に改正施行された文化財保護法に文化財保存活用地域計画の作成に関する規定

がなされたことで、市町村に対して、文化財の保存活用について総合的かつ実行性のある計画作

成が求められるようになった。 

  これを受け、本市では令和元年５月から計画作成に着手し、令和３年の国認定申請に向け事前

協議等を進めている。 

３ 基本的な考え方 

・過疎化や少子高齢化等により文化財の担い手が不足し、文化財の次世代への継承が懸念される

中で、様々な課題に対応していくため、行政が中・長期的な計画を示し、地域総がかりで文化

財を守り継いでいくことが重要である。 

 ・文化財保護法の基本理念を踏まえながら、近年高まっている地域振興や観光振興への文化財活

用の期待に応えるため、地域の誇りである文化財を核に、自然・歴史・文化を活かしたまちづ

くりを進めていく。 

４ 計画（案）のポイント 

（１） 浜松市の歴史文化の特徴（第３章） 

各地域の諸特性・歴史文化から注目すべき文化財の特徴を取り上げて12項目に整理し、 

本市の歴史文化の特徴としてまとめた。 

（２）文化財の保存活用に関する取組と事業（第５章） 

   本市の文化財の保存活用に関する現状と課題及び方針を踏まえ、今後進める業務内容（取組）

と、個別の取組を推進するための措置（事業）を示した。 

（３）文化財の総合的な保存活用（第６章） 

   文化財の保存活用事業を総合的かつ重点的に推進するため、本市における歴史文化の特徴を

踏まえた「関連文化財群（４種）」と「文化財保存活用区域（４区域）」を設定した。 

５ 今後の予定 

令和３年１月20日 パブリック・コメント意見募集終了（令和２年12月 17日開始） 

令和３年３月 教育委員会への報告、意見募集結果及び市の考え方の公表 

令和３年６月 国認定申請 

令和３年７月 国認定取得予定（計画の策定完了） 

報告ア 












